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官民ファンドの運営に係るガイドラインによる検証報告（第 9 回） 

平成 30 年 6 月 5日 

官民ファンドの活用推進に関する関係閣僚会議幹事会 

官民ファンドについては、平成 25 年 9 月 27 日、「官民ファンドの活用推進に関する関係閣僚会議」

（以下「閣僚会議」という。）において、「官民ファンドの運営に係るガイドライン」（以下「ガイドラ

イン」という。）が決定された。ガイドラインには、「官民ファンドが政策目的に沿って運営されるよ

う、官民ファンドの活動を評価、検証し、所要の措置を講じていく」と定められており、閣僚会議の

下に、関係府省と有識者からなる「官民ファンドの活用推進に関する関係閣僚会議幹事会」（以下「幹

事会」という。）を置き、幹事会において、ガイドラインに基づく検証を行うこととされた。平成 26

年 5 月 26 日に官民ファンドの平成 25 年度の活動を対象として第 1 回検証報告が行われた後に、半期

ごとに検証を行っており、これまで 8回の検証報告が行われてきた。 

第 9 回検証報告となる本報告は、官民ファンドの平成 29 年度下期における活動を対象として、官

民ファンドの活用状況のほか、以下の点について検証を行った。 

まず、多くの官民ファンドが設立後一定年数を経過しており投資案件のモニタリング状況を横断

的に検証していく必要があることから、ガイドラインに基づき、投資案件のモニタリングについて

検証を行った。 

また、第 9 回幹事会において検証を行った各官民ファンドのコスト構造の報告を踏まえ、平成 29

年度における収益改善・経費節減に向けた取組状況について検証を行った。 

これらの検証に加えて、引き続き、ガイドラインに基づき、地域における人材育成・定着をはじめ

とする官民ファンドによる人材育成や地域活性化の一層の取組、組織構成及びキーパーソンの異動、

官民ファンド相互間の連携、官民ファンドごとに設定されている KPI の平成 29 年度末時点における

進捗・達成状況並びに KPI の見直し及び新たな KPI の設定の必要性についても検証を行った。 

（注）第 9回検証報告において検証の対象とした官民ファンド 

（株）産業革新機構、（独）中小企業基盤整備機構、（株）地域経済活性化支援機構、（株）農林漁

業成長産業化支援機構、（株）民間資金等活用事業推進機構、官民イノベーションプログラム、（株）

海外需要開拓支援機構、耐震・環境不動産形成促進事業、（株）日本政策投資銀行における競争力強

化ファンド及び特定投資業務、（株）海外交通・都市開発事業支援機構、（国研）科学技術振興機構、

（株）海外通信・放送・郵便事業支援機構、地域低炭素投資促進ファンド事業。各官民ファンドの

概要については、別添１参照。 

Ⅰ 官民ファンドの活用状況 

平成 29 年度末現在で、官民ファンドへの政府からの出資等の額は約 8,567 億円、民間からの出資

等の額は約 2,700 億円であり、官民ファンドは、政府及び民間から、合計約 1兆 1,267 億円の出資

等を受け入れている。また、平成 29 年度においては、官民ファンドに対し、2兆 9,694 億円の政府

保証が付されている。他方、官民ファンドがこれまでに支援決定した出資案件は 855 件、支援決定

額は約 2兆 2,078 億円、実投融資額は約 1兆 6,966 億円であり、官民ファンドの投融資が呼び水と

なって民間から投資された額は約 3 兆 7,592 億円となっている。 
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このように、官民ファンドは、政府や民間からの出資等に加え、これまで支援を行った事業者に

係る株式の売却益等も活用することにより、受け入れた出資等の金額を上回る支援決定及び実投融

資を行っている。また、官民ファンドの呼び水効果としての民間投融資額については、官民ファン

ドによる実投融資額を大きく上回っている。 

なお、一部の官民ファンドにおいては、上記のとおり必要な政府保証が付されているところであ

るが、これは、様々な金融・経済情勢に柔軟に対応し、必要となる支援に万全を期すことができる

よう措置されているものである。 

各官民ファンドの平成 29 年度末現在における概況及び取組方針は以下のとおり。 

○株式会社産業革新機構 

平成 29 年度下期における支援決定件数は 9 件（このほかに、既存決定案件の追加分 2件）、支援

決定額は 147 億円（うち、既存決定案件の追加分 14 億円）、実投融資額は 557 億円であり、平成 21

年 7 月 17 日の設立以来の累計では、支援決定件数は 129 件、支援決定額は 1兆 493 億円、実投融資

額は 8,929 億円となっている。 

今後は、平成 30 年 5 月に成立した産業競争力強化法の改正を踏まえ、ガバナンスの見直し等に取

り組むことで投資機能の強化を図ることとしており、既投資案件のバリューアップとエグジットに

注力するとともに、蓄積された経験・ノウハウ等を活かして、引き続き民間では対応が難しい、長

期大規模なリスクマネー供給を重点的に行っていくこととしている。 

○独立行政法人中小企業基盤整備機構 

平成 29 年度下期における支援決定件数（ファンド組成件数）は 8 件（このほかに、既存決定案

件の追加分 1 件）、支援決定額は 122 億円（うち、既存決定案件の追加分 4億円）、実投資額は 202

億円（平成 29 年度上期以前の支援決定案件を含む）であり、平成 10 年度のファンドに対する出資

制度創設以来の累計では、支援決定件数は 266 件、支援決定額は 3,833 億円、実投資額は 2,928 億

円となっている。 

今後の取組方針としては、平成 30 年度中において更なる組成に取り組むとともに、出資先ファン

ド（GP）による中小企業への支援が進むよう、GP に対するきめ細やかなモニタリングを実施してい

くこととしている。 

○株式会社地域経済活性化支援機構 

平成 29 年度下期における支援決定件数は 27 件、支援決定額は 56.8 億円、実投融資額は 66 億円と

なっている。内訳については、再生支援決定件数は 8 件、再生支援決定額は 15.2 億円（出資 1.7 億

円、買取債権元本 13.5 億円）、実投融資額は 4.7 億円（出資 1.7 億円、融資 1.3 億円、買取 1.7 億

円）、特定支援件数は 18 件、特定支援決定額は 41.6 億円（買取債権元本 41.6 億円）、実投融資額は

1.3 億円（買取 1.3 億円）であり、地域活性化・事業再生ファンドの設立は 1 件（GP 出資 1 件）、支

援決定額は 0.05 億円（GP 出資 0.05 億円）、実投融資額は 60 億円（GP 出資 1億円、LP 出資 59 億円）、

地域金融機関等向けの特定専門家派遣は 4 件となっている。また、平成 25 年 3 月 18 日に企業再生支

援機構を地域経済活性化支援機構に改組して以降の累計では、支援決定件数は 193 件、支援決定額は

999 億円、実投融資額は 361 億円となっている。内訳については、再生支援決定件数は 78 件、再生支

援決定額は 450 億円（出資 23 億円、融資 22 億円、買取債権元本 405 億円）、実投融資額は 176 億円

（出資 23 億円、融資 12 億円、買取 141 億円）、特定支援件数は 72 件、特定支援決定額は 195 億円

（買取債権元本 195 億円）、実投融資額は 13 億円（買取 13 億円）、地域活性化・事業再生ファンドの
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設立は 43 件（GP のみ 17 件、GP・LP21 件、LP のみ 5 件）、支援決定額は 354 億円（GP 出資:12 億円、

LP 出資:342 億円）、実投融資額は 172 億円（GP 出資:6 億円、LP 出資:166 億円）、地域金融機関等向

けの特定専門家派遣は 120 件となっている。 

今般（5 月 23 日）、株式会社地域経済活性化支援機構法の一部を改正する法律が公布・施行され、

機構の支援・出資決定期限及び業務完了期限がそれぞれ 3 年間延長されたところである。これまでも

事業再生支援やファンドを通じた資金供給等の様々な機能を積極的に発揮し、地域金融機関と密接に

連携しながら、事業者の生産性向上等を通じた地域経済の活性化に資する支援に取り組んできたとこ

ろ、今後は、地域における取組が自律的・持続的に行われるよう、地域金融機関の企業支援機能の強

化に向けた人材・ノウハウ支援を業務の中心に据えて重点的・集中的に取り組んでいくこととしてい

る。 

○株式会社農林漁業成長産業化支援機構 

平成 29 年度下期における機構からサブファンドへの支援決定はなく、サブファンドから 6 次産業

化事業体への出資決定件数は 6 件（このほかに、既存決定案件の追加分 1件）、出資決定額は 4億円、

実投資額は 4 億円、機構から 6 次産業化事業体等への直接出資による支援決定件数は 4 件、出資決定

額 20 億円、実投資額 17 億円となっている。また、平成 25 年 1 月 23 日の機構設立後、現在、機構か

らサブファンドへの支援決定件数は 48 件、出資決定額 348 億円、実投資額 48 億円、サブファンドか

ら 6次産業化事業体への出資決定件数は 121 件、出資決定額 40 億円（機構出資ベース）、実投資額は

39 億円、機構から 6 次産業化事業体等への直接出資による支援決定件数は 6 件、出資決定額 35 億円、

実投資額 30 億円（このほかに、資本性劣後ローン 20 億円）となっている。 

今後の取組方針としては、更に投資実績を上げるため、①大型・広域案件である直接出資への積極

的な取組、②農業法人等に対する直接的な出資の活用、③全国各地に支店を有している日本政策金融

公庫との連携強化、④農業競争力強化支援法に基づく農業生産関連事業者による事業再編等への支援

等に取り組んでいくこととしている。また、卸売市場法及び食品流通構造改善促進法の一部を改正す

る法律案を踏まえ、食品等の流通の合理化に対する支援にも取り組んでいくこととしている。 

○株式会社民間資金等活用事業推進機構 

平成 29 年度下期における支援決定件数は 4 件、支援決定額は 135 億円、実投融資額は 5 億円（平

成 29 年度上期以前の支援決定案件を含む）であり、平成 25 年 10 月 7 日の設立以来の累計では、支

援決定件数は 27 件、支援決定額は 454 億円、実投融資額は 310 億円となっている。 

今後の取組方針としては、人口 20 万人以上の地方公共団体等における PPP/PFI の優先的検討規程

の実効性ある運用等を通じた案件形成の促進に向けて、地方公共団体等に対する普及・啓発、民間

事業者等に対する資金供給等により、独立採算型等の PFI 事業を推進することとしている。 

○官民イノベーションプログラム（東北大学、東京大学、京都大学、大阪大学） 

京都大学イノベーションキャピタル株式会社及び大阪大学ベンチャーキャピタル株式会社が平成

26 年 12 月 22 日に、東北大学ベンチャーパートナーズ株式会社が平成 27 年 2 月 23 日に、東京大学

協創プラットフォーム開発株式会社が平成 28 年 1 月 21 日に設立された。 

加えて、大阪大学に関しては平成 27 年 7 月 31 日に、東北大学に関しては同年 8 月 31 日に、京都

大学に関しては平成 28 年 1 月 4 日に、東京大学に関しては同年 12 月 15 日に 1号投資事業有限責任

組合が組成された。 

平成 29 年度下期におけるファンドから事業者への支援決定件数は 12 件（このほかに、既存決定

案件の追加分 6件（上期に支援決定して下期に公表したものを含めた数値（下期投資案件一覧の案
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件））、支援決定額は 34.0 億円（このほかに、既存決定案件の追加分 8.5 億円）、実投融資額 29.8 億

円となっている。また、平成 26 年 12 月 22 日の事業開始以来の累計では、ファンド組成は 4件、支

援決定額は 550 億円、実投融資額は 177 億円となっており、ファンドから事業者への支援決定件数

は 50 件、支援決定額は 124.9 億円、実投融資額は 90.7 億円となっている。 

今後の取組方針としては、組成されたファンドにおける出資決定件数の増加を図っていくととも

に、第 9 回幹事会で報告した行程表及び産業競争力強化法の改正を踏まえ、新たなファンドの創設

について検討する。その際、本年 4 月の会計検査院随時報告において、出資金のうち約 450 億円が

未利用であり、政府出資金の国庫納付が可能となるよう法改正等の措置を検討する必要があると報

告されたことも踏まえ、国立大学法人法を改正し、使用予定がないと認められる政府出資金は遅滞

なく国庫納付する旨の規定を整備することとしている。 

○株式会社海外需要開拓支援機構 

平成 29 年度下期における支援決定件数は 2 件、支援決定額は 15 億円（加えて、前回報告時点で

未公表であった平成 28 年度下期及び平成 29 年度上期における支援決定案件（2件、30 億円）があ

る）、実投融資額は 45 億円であり、平成 25 年 11 月 8 日の設立以来の累計では支援決定件数は 28 

件、支援決定額は 568 億円、実投融資額は 399 億円となっている。 

今後の取組方針としては、国の各戦略を踏まえつつ、メディア・コンテンツ、食・サービス、フ

ァッション・ライフスタイルに加え、インバウンドの強化や地方創生に資する支援案件のほか、ヘ

ルスケアに関する分野等を含め、幅広い分野で支援案件を発掘していくこととしている。 

○耐震・環境不動産形成促進事業（一般社団法人環境不動産普及促進機構） 

平成 29 年度下期における支援決定件数は 1 件、支援決定額は 2億円、実投資額は 48 億円であ

り、平成 25 年 3 月 29 日の基金設置以来の累計では、支援決定件数は 12 件、支援決定額は 139 億

円、実投資額は 135 億円となっている。 

今後の取組方針としては、引き続きファンドマネージャーからの情報収集、パートナー協定を締

結した 186 の地域金融機関等との情報交換、ホテル・旅館・ヘルスケア・不動産業等の関係事業

者・団体、地方公共団体や地方事業者等への事業紹介・意見交換等を積極的に行い、耐震・環境性

能を有する良質な不動産の形成を促進することとしている。 

○競争力強化ファンド及び特定投資業務（株式会社日本政策投資銀行） 

競争力強化ファンドについては、「株式会社日本政策投資銀行法の一部を改正する法律」（平成 27 年

5 月 20 日施行）により措置された日本政策投資銀行による「特定投資業務」が同年 6 月 29 日に開始

されたことに伴い、以降新規の投融資は行わず、既存の投融資案件の回収業務等に努めているところ。

平成 25 年 3 月 12 日のファンド創設以来の累計では、投融資決定件数は 12 件、投融資決定額は 1,290

億円、実投融資額は 1,279 億円となっている。 

特定投資業務については、我が国の企業競争力強化や地域活性化の観点から、そのための成長マネ

ー（資本性資金・メザニン等）の担い手・市場が我が国ではまだ未成熟であるとの問題意識の下、日

本政策投資銀行による成長マネーの供給を時限的・集中的に強化する新たな投資の仕組みとして創設

され、平成 27 年 6 月 29 日に業務を開始した。 

平成 29 年度下期における特定投資業務による個別案件への投融資決定件数は 19 件、特定投資業務

を通じて組成された共同ファンドによる個別案件への投融資決定件数は 7件となっており、投融資決

定額は 430 億円、実投融資額は 247 億円となっている。また、業務開始以来の累計では、特定投資業 
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務による個別案件への投融資決定件数は 62 件、特定投資業務による共同ファンドへの支援決定件数

は 14 件、特定投資業務を通じて組成された共同ファンドによる個別案件への投融資決定件数は 15 件

となっており、投融資決定額は 2,591 億円、実投融資額は 1,989 億円となっている。 

今後の取組方針としては、未来投資戦略 2017 等において地方創生の推進が掲げられていることを

踏まえ、より一層地域における協働案件の発掘に注力し、地域金融機関等と設立した共同ファンドの

仕組みを活用すること等によって地域向けの成長資金供給の拡大を目指していくこととしている。 

○株式会社海外交通・都市開発事業支援機構 

平成 29 年度下期における支援決定件数は 2 件、支援決定額は 162 億円、実投資額は 63 億円であ

り、平成 26 年 10 月 20 日の設立以来の累計では、支援決定数は 11 件、支援決定額は 502 億円、実

投資額は 252 億円となっている。 

今後の取組方針としては、幅広い対象事業に対して、グリーンフィールド（新規）の案件だけで

なくブラウンフィールド（既存）の案件に対しても、また、より幅広い国々に対して、JOIN の強み

を最大限活用し、民業補完の原則の下、支援基準に基づき、JOIN が先導的な役割を果たしつつ、民

間企業の海外展開を積極的に支援していくこととしている。 

○国立研究開発法人科学技術振興機構 

平成 29 年度下期における支援決定件数は 5 件（このほかに、既存決定案件の追加分 1件）、支援決

定額は 5 億円、実投資額は 5 億円であり、平成 26 年 4 月 1 日の事業開始以来の累計では、支援決定

件数は 20 件（このほかに、既存決定案件の追加分 2 件）、支援決定額は 16 億円（うち、既存決定案

件の追加分 2 億円）、実投資額は 16 億円となっている。 

今後の取組方針としては、地方での積極的な広報活動にも努め、出資決定件数の着実な増加を図る

とともに、出資先の固有技術やビジネスプランに即したハンズオン支援を行っていくこととしている。 

○株式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構 

平成 29 年度下期における支援決定件数は 2 件、支援決定額は 65 億円、実投融資額は 24 億円（平

成 29 年度下期以前の支援決定案件を含む）であり、平成 27 年 11 月 25 日の設立以来の累計では、

支援決定件数は 4件、支援決定額は 138 億円、実投融資額は 48 億円となっている。 

今後の取組方針としては、投資態勢を強化して更なる案件の発掘・精査に取り組み、事業分野、

リスク等のバランスがとれたポートフォリオ構築を目指す。また、投資管理に関する機能を強化し

て支援決定案件のモニタリングを徹底し、適切なリスク管理を図ることとしている。 

○地域低炭素投資促進ファンド事業（一般社団法人グリーンファイナンス推進機構）  

平成 29 年度下期における支援決定件数は 4 件、支援決定額は 10.3 億円であり、平成 25 年 6 月 20

日の事業開始以来の累計では、支援決定件数は 33 件、支援決定額は 123 億円、実投資額は 45 億円

となっている。  

今後の取組方針としては、より多くの案件の支援決定を目指し、引き続き、地域での周知活動も

含め案件の発掘・審査に取り組んでいくこととしている。 

 

なお、平成 29 年度下期における各官民ファンドの具体的な投資案件及び EXIT 案件は、別紙のと

おりである。 
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Ⅱ 投資案件のモニタリング 

第 9回幹事会においては、有識者から、多くの官民ファンドが設立後一定年数を経過しており、

投資案件のモニタリング状況を横断的に検証していく必要があること、また、海外投資案件のモニ

タリングは難易度が高く効果的な実施手法について検証すべきとの指摘がなされた。 

以上を踏まえ、各官民ファンドにおける投資案件の進捗確認や時価評価を実施する体制及び基準

並びに投資案件の回収可能性に応じた案件管理の内容について検証した。また、海外への投資案件

があるファンドについて、特有の投資リスクに対しどのようにモニタリングや必要な支援を実施し

ているか検証を行った。 

 検証の結果、投資案件の進捗管理や回収可能性に応じた案件管理に関しては、表１のとおり、直

接出資を行っている多くの官民ファンドにおいて、月次で投資先の事業進捗を把握するとともにフ

ァンドごとに定めるモニタリング基準等に沿って事業計画等との乖離の有無を四半期ごとに確認

し、必要な対応を実施していた。また、売上高や利益等について事業計画との乖離が確認された場

合は、投資先に派遣された社外取締役等による経営レベルでの助言や経営を直接サポートする等の

状況や要因等に応じたハンズオン支援を行うこととしていた。LP 出資形態を取る官民ファンドにお

いても、サブファンドとの契約に基づき月次や四半期ごと等に財務諸表等を徴取し投資先の事業進

捗等を把握するとともに、必要に応じて投資先の取締役会等へのオブザーバー参加やファンド投資

先へのハンズオン支援等を実施していた。 

海外への投資案件にかかるモニタリングに関しては、表２のとおり、カントリーリスクやビジネ

スリスク等のリスクに対し、多くの官民ファンドにおいて必要に応じ海外投資先へ社外取締役等を

派遣し、取締役会等への出席や経営レベル面の助言、経営人材の紹介等の対応を行っていた。 

今回、投資案件の進捗管理や回収可能性に応じた案件管理の手法等、各官民ファンドのモニタリ

ング体制について検証したところであるが、官民ファンドが政策目的の実現とともにファンド全体

として政府出資の毀損を回避し、公的資金を効率的かつ効果的に活用していくためには、各官民フ

ァンドにおけるモニタリング体制が形式的なものとなることなく、効果的に機能する必要がある。 

このため、各官民ファンドにおいては、当該モニタリング体制の下で、個別案件の進捗が計画か

ら乖離した場合や運用方針の変更が必要となった場合に適切な対応が取られているか等について、

自ら確認を行い、改善に取り組んでいく。監督官庁及び出資者たる国においても、こうした各官民

ファンドにおける取組状況を不断に確認する。 

その結果、モニタリング体制が効果的に機能していない官民ファンドが見受けられた場合には、

幹事会において、他の官民ファンドにおける効果的な経営支援の手法の共有等を通じた検証を行

い、それを踏まえ、各官民ファンドにおいてモニタリング機能の強化に向けて取り組んでいく。 

○表１ 投資案件のモニタリング体制 

機関名 項目 主な内容 

（株）産業革新機

構 

投資形態：直接出資

及び LP 出資 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ件数：90 件 

 

投資案件の
進捗管理 

・社外取締役として参加する取締役会等を通じ、オンサイトで把握した事業の進捗
状況等を、月次の財務情報等とともに毎月のモニタリング委員会で横断的に確
認。事業計画との乖離等が確認された場合は、個別検討委員会を随時開催し、
支援策等を審議。 

回収可能性
に応じた案
件管理 

・状況等に応じ、経営レベル面での助言、経営人材の紹介、事業計画の再構築支
援等のハンズオン支援を実施。 

・株式処分等は、個別検討委員会、投資委員会等の議論を経て産業革新委員会
にて決定。 
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（独）中小企業基

盤整備機構 

 

投資形態：LP 出資 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ件数：148 件 

投資案件の
進捗管理 

・ファンドの GP から半期ごとに財務諸表を受領。契約に報告事項を義務付け。 
・各ファンドの投資委員会にオブザーバーとして参加。 
・ファンド評価会議（年 2 回）において、全ファンドの運営状況を評価し、重要課題

の洗い出し及び対応方針の策定等を実施。 

回収可能性
に応じた案
件管理 

・各ファンドの投資案件の案件管理やハンズオン支援はＧＰが個別対応。 
・事業計画との乖離が大きい場合、GP に改善を求める。重点管理が必要なファン

ドには GP に対する個別ヒアリングの頻度を増やし、課題への対応を要請。 
・各ファンド存続期間は原則 12 年と組合契約に規定。ただし回収増の見込みの場

合は延長有。 

（株）地域経済活

性化支援機構 

 

投資形態：直接出資

及び LP 出資 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ件数：198 件

（再生 12 件、ファンド

186 件） 

投資案件の
進捗管理 

・再生支援は事業再生計画（月次）・投融資の回収可能性のリスク評価（四半期）
を、ファンド投資は GP ファンド及びその投資先の状況（四半期ごと）、LP 出資フ
ァンド及びその投資先状況（半年ごと）をモニタリング会議及び取締役会に報告。 

・事業継続への懸念や投融資回収に大きな懸念が生じた投資先は、集中モニタリ
ング先に指定し、投資先やメイン銀行等とともに業況回復や資金確保、EXIT 等に
向けた対応を一層強化。 

回収可能性
に応じた案
件管理 

・再生支援は、常駐でのハンズオン支援により事業再生計画に沿った経営改善策
を実施。ファンド投資では多くの投資先に人材を派遣し経営を直接サポート。 

・集中モニタリング先に指定された投資先には、高頻度かつ集中的な関与により業
況回復に向けた具体的施策等のきめ細かい確認・アドバイスを実施。 

（株）農林漁業成

長産業化支援機

構 

投資形態：LP 出資及

び直接出資 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ件数：108 件 

投資案件の
進捗管理 

・投資先から月次決算等を徴求し、財務情報や経営方針等の企業情報を把握。 
・四半期ごとに、モニタリング検討会において、全投資先事業体の業況を５つの区

分に従い判定。動向に注意を要する投資先は随時レビューを行い、企業情報を
業況判定に反映。また、四半期ごとに農林漁業成長産業化委員会へ報告。 

回収可能性
に応じた案
件管理 

・事業計画と大きく乖離する投資先については、サブファンドと協働し重点的に経
営支援（販路拡大や商品開発など）を実施。 

・ＥＸＩT は、投資先事業体の意向や経営状況等を踏まえ、協議のうえ決定。 

（株）民間資金等

活用事業推進機

構 

 

投資形態：直接出資

及び LP 出資 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ件数：25 件 

投資案件の
進捗管理 

・半期ごとに、個別案件の事業進捗、経営・財務情報や民間金融機関からの情報
等を把握・分析し、出融資等の元本毀損の有無、投資効率等を確認。 

・コベナンツやモニタリング項目は投融資部にて期中管理し、財務管理部にて確
認。その結果は、社内の経営会議に報告したのち、取締役会に報告。 

回収可能性
に応じた案
件管理 

・事業計画との乖離がある場合、事業改善策について PFI 事業の管理事業者等と
協議。改善が見込めない場合は、地位譲渡予約権（ステップイン）の行使や担保
権の実行又は代表企業等への損害賠償請求等を行い、債権を保全。 

・EXIT 時期等は支援の稟議に明記。支援決定後は継続的に変更要否を検討。 

官民イノベーショ

ンプログラム（東

北大 VP） 

投資形態：直接出資 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ件数：10 件 

投資案件の
進捗管理 

・投資有価証券評価書を半期決算ごとにまとめ、監査法人も参画し評価を実施。 
・月次の投資先状況を社内会議に報告し、全社的な進捗管理を行うとともに、投資

先の進捗を５段階に区分して評価し、強化等支援の重点化を実施。 
・四半期ごとに作成するモニタリングレポートを取締役会に報告。 

回収可能性
に応じた案
件管理 

・事業計画の遅延や再構築の必要が認められる投資先には、事業進捗及び財務上
の課題に応じ、事業計画の改訂等のハンズオン支援体制を構築して実施。 

官民イノベーショ

ンプログラム（東

大 IPC） 

 

投資形態：直接出資

及び LP 出資 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ件数：9 件 

投資案件の
進捗管理 

・投資先の取締役会に社外取締役等として参加し、必要に応じ、月次等で投資先
企業と面談を実施し情報把握。 

・四半期ごとに開催する全社でのポートフォリオモニタリング会議で投資案件の進
捗評価を行い、今後の方針を検討。 

・間接投資は、投資実行時の報告、組合員集会等により情報をアップデート。 

回収可能性
に応じた案
件管理 

・事業計画に照らし、大幅な乖離又はその兆候が見られた場合、他の株主と調整
の上、事業者に事業計画の見直しを促し、同時に当社の対処方針を検討。 

官民イノベーショ

ンプログラム（京

大 iCap） 

投資形態：直接出資 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ件数：17 件 

投資案件の
進捗管理 

・投資時の事業計画と財務指標を比較し、定性要因を加味して投資先を区分評
価。投資案件の性質に応じた指標を設定し、事業計画との乖離状況を検証。ま
た、乖離要因を分析し、回復に必要な方策を投資先と共同で検討。 

・社内会議で投資先の業務状況を共有（月次）、取締役会で事業進捗を確認（半期
ごと）。 

回収可能性
に応じた案
件管理 

・回収困難案件の場合、計画との乖離要因を分析し、改善施策を検討、実行。 
・改善する蓋然性が低い場合は、保有株式の第三者への売却交渉等を行い、毀

損リスクを最小化。 
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官民イノベーショ

ンプログラム（阪

大 VC） 

投資形態：直接出資 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ件数：13 件 

投資案件の
進捗管理 

・投資有価証券評価書を組合決算ごとにまとめ、監査法人も参画して評価を実施。
評価結果に基づき、社内への報告頻度を決定（毎月～3 か月ごと）。 

・月例のモニタリング報告会において、計数面のほか、事業進捗や体制整備等の
定性面の報告を行い、対応策について意見交換。意見交換の結果はハンズオン
支援の一環として投資先にフィードバック。 

回収可能性
に応じた案
件管理 

・事業計画の見直し等が必要と判断した投資先については、年度予算及び事業計
画に沿ったハンズオンを行い、進捗を確認。 

・事業進捗が順調でない投資先には専門家を交えて調査を行い、経営体制の見直
し等に着手。 

（株）海外需要開

拓支援機構 

 

投資形態：直接出資

及び LP 出資 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ件数：28 件 

投資案件の
進捗管理 

・投資戦略グループは、月次・四半期ごとに財務情報の提供を受け、数値管理を
実施。 

・四半期ごとに CIO を議長とするモニタリング会議を開催し、事業の進捗状況等を
確認し、対応の必要性を検討し、当該検討を踏まえて投資管理委員会において
進捗状況等の評価を決定。 

・社外取締役の派遣や定期的な事業説明を受けることで企業状況を常に把握。 

回収可能性
に応じた案
件管理 

・協業先の紹介、業績改善策を議論するＷＴの組成や現地駐在支援等、事業回復
に向けたハンズオン支援を実施。 

・プロジェクトの性質に応じ、コンサルタント等の外部人材を活用。 

耐震・環境不動産

形成促進事業 

 

投資形態：LP 出資 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ件数：10 件 

投資案件の
進捗管理 

・ＧＰとして選定したファンドマネージャー(FM)は投融資先から定期的に事業進捗等
の報告を受け、機構へも半期ごとに報告。 

・機構は LPS 組合員集会等で賃料水準・稼働率等の運営状況や予実管理状況等
を把握。また、重要事項を決議する LPS 諮問委員会に委員として参画。 

回収可能性
に応じた案
件管理 

・FM 選定基準に沿って、FM が LPS 契約で定めた投資方針に従い、モニタリング
や意見表明等の対応を実施。 

・機構は LPS 諮問委員会の決議に参画し、FM が諮問する EXIT 案が投資方針に
合致するか確認。 

（株）日本政策投

資銀行（競争力強

化ファンド及び特定

投資業務） 

 

投資形態：直接出資 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ件数：71 件 

投資案件の
進捗管理 

・投融資部店は投資決定時にリスクチェックシートを作成するとともに、EXIT 方針を
策定し、これを基にモニタリングを実施。また、期中の収支・損益管理の他、資産
自己査定を年 2 回実施。 

・別途、本部が年１回、全投資案件のモニタリングを横断的に実施し、投融資部店
ごとにヒアリングを実施。本部は同内容を経営陣に報告。 

回収可能性
に応じた案
件管理 

・モニタリングを目的に投資先に取締役（主に非常勤）を派遣する他、投資助言業
を行う子会社や出資先ファンド等を通じて M&A 戦略等の立案により投資先のバ
リューアップを支援。 

・モニタリングを通じて検証した回収可能性を EXIT 方針の見直し時に反映。必要
に応じ、譲渡候補先に対する関心度合の確認等の初期的なアプローチを実施。 

（株）海外交通・都

市開発事業支援

機構 

 

投資形態：直接出資 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ件数：11 件 

投資案件の
進捗管理 

・プロジェクト管理部は四半期ごとに財務諸表等を基に各事業を管理。 
・建設・運営は月次で、事業実施国の政情や制度状況は年次で管理。 
・モニタリング結果は四半期ごとに海外交通・都市開発事業委員会等へ報告。 

回収可能性
に応じた案
件管理 

・事業の経営・財務状態に影響を及ぼす重要事象が発生した（又は懸念がある）場
合、必要に応じ、外部専門家等を活用して対応措置を講じる。 

・問題案件については、更に踏み込んだハンズオンとして、外部専門家の派遣や
機構役員等による相手国政府機関との交渉など、直接的な支援を実施。 

・EXIT は、運営権の終了や投資回収が見込まれる時点等で検討を実施。 

（国研）科学技術

振興機構 

 

投資形態：直接出資 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ件数：20 件 

投資案件の
進捗管理 

・定期的な企業訪問や報告を通じ、投資先の事業や経営の状況を把握。 
・財務及び研究開発に関する状況報告書類等により経営面・研究開発面等から事

業状況をモニタリング。 
・投資先の状況を月例の投資委員会に報告。 

回収可能性
に応じた案
件管理 

・把握した事業計画の進捗状況を踏まえ、必要な人的及び技術的援助を実施。 
・保有株式等の売却等に関する妥当性は投資委員会の審議を経て決定。 
・経営又は事業計画の実施に障害が生じた場合等には必要な措置等を総合的に

検討。 

（株）海外通信・放

送・郵便事業支援

機構 

投資案件の
進捗管理 

・投資戦略部及び投資管理部の両部門が独立してモニタリングを実施。 
・平成 30 年 1 月よりモニタリング会議を設置し、態勢を強化。原則四半期に 1 回

開催し、両部門の報告を基に指標の充足状況を確認。結果等は事業委員会へ
報告。 
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投資形態：直接出資 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ件数：3 件 

回収可能性
に応じた案
件管理 

・現在の投資案件はいずれも事業の初期段階にあるため、現時点では回収可能
性による区分ではなく、進捗段階に応じた対応を実施。 

・事業計画との乖離について、事業運営見直し等を求めても改善がない場合は、
役職員派遣による投資先の管理強化や計画の抜本的見直し等を検討。一定程
度改善の見込みがないと判断した場合、早期の EXIT も検討。 

地域低炭素投資

促進ファンド事業 

 

投資形態：直接出資

及び LP 出資 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ件数：32 件 

投資案件の
進捗管理 

・事業者から年 2 回報告を徴し、事業進捗や CO2 削減効果等を確認。 
・事業の状況に応じて案件をカテゴリー区分し、効率的なモニタリングを実施。 
・モニタリング会議（週次）により確認した事業進捗等は、出資委員会（四半期ご

と）、理事会（半期ごと）、審査委員会（年度ごと）に報告。 
・必要な法令上の手続の実施を、一覧表及び許認可等の写しにより確認。 

回収可能性
に応じた案
件管理 

・課題のある案件は、週次のモニタリング会議で対応策を検討し、現地確認等を迅
速に実施。その他の区分でも、潜在的課題を早期に把握し、対応を促す。 

・事業計画との乖離を把握した場合は、事業者に原因究明と対応策を要請し、改
善がない場合は、必要に応じ立入調査等により更なる対応を要請。 

（注）「投資形態」は、これまでに実績のある投資形態を記載。「モニタリング件数」は、平成 29 年度末時点のモニタリング対象件数。 

○表２ 官民ファンドにおける海外投資案件のモニタリングの対応状況 

リスクの種類 内容 

法務リスク 

・投資検討時の現地法人設立に関する法制度や商品特性等のリーガル調査により法的リスクを

極小化（官民ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（京都大学ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｷｬﾋﾟﾀﾙ(株)）） 

・投資決定時に作成するリスクチェックシートについて海外投資案件においては現地弁護士等の

意見を踏まえ作成((株)日本政策投資銀行(競争力強化ファンド及び特定投資業務)) 

為替リスク 

・外貨建投資案件は為替予約が難しいため投資リスク全体の中で管理（官民ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

（京都大学ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｷｬﾋﾟﾀﾙ(株)）） 

・事業収入（現地通貨）と負債（外貨借入等）のバランスや受取通貨と日本円の為替動向のモニタ

リング（(株)海外交通・都市開発事業支援機構） 

カントリーリスク 

・NEXI の国別カテゴリー等を参考にカントリーリスクを判断（官民ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（京都大学ｲﾉﾍﾞ

ｰｼｮﾝｷｬﾋﾟﾀﾙ(株)）） 

・社内のカントリーレーティングを設定し海外投資案件のカントリーリスクを評価((株)日本政策投資

銀行(競争力強化ファンド及び特定投資業務)) 

・事業を行っている国の政治、経済格付の動向等のモニタリング((株)海外交通・都市開発事業支

援機構) 

政治・規制リスク 

・投資決定時に作成するリスクチェックシートについて海外投資案件においては現地弁護士等の

意見を踏まえ作成((株)日本政策投資銀行(競争力強化ファンド及び特定投資業務)) 

・事業に関連する政策・規制の動向等のモニタリング（(株)海外通信・放送・郵便事業支援機構） 

ビジネスリスク 

・海外投資先へ社外取締役等を派遣し、取締役会等への出席や経営レベル面の助言、経営人材

の紹介等を実施し、事業進捗を確認（(株)産業革新機構、(株)海外需要開拓支援機構、(株)海外

交通・都市開発事業支援機構、(株)海外通信・放送・郵便事業支援機構、(株)日本政策投資銀行

(競争力強化ファンド及び特定投資業務)） 

・リスク低減のため契約条項に回避条項（例：事業進捗にマイルストーンを定めた上での分散投資

条項、キーパーソン条項）を盛り込む（(株)海外需要開拓支援機構） 

・海外パートナーの状況（信用力等）のモニタリング（(株)海外交通・都市開発事業支援機構) 

・事業実施に必要な許認可の取得状況のモニタリング（(株)海外通信・放送・郵便事業支援機構） 

税務リスク 
・投資決定時に作成するリスクチェックシートについて海外投資案件においては現地税理士等の

意見を踏まえ作成((株)日本政策投資銀行(競争力強化ファンド及び特定投資業務)) 

Ⅲ 官民ファンドのコスト構造（収益改善・経費節減に向けた取組状況） 

第 9回幹事会において、各官民ファンドの将来の投資収益及び運営経費の見通し並びに収益改善の

ための今後の施策等について検証したところ、有識者から、経費割合が投資規模に見合ったファンド

の運営になるよう、監督官庁において必要に応じて適切に指導すべきとの指摘がなされたことから、

今回の検証においては、各ファンドにおける収益改善や経費節減に向けた取組状況の報告を求め、別

紙のとおり検証した。 

検証の結果、収益性向上の取組として、(株)農林漁業成長産業化支援機構において、規模の小さい



10 
 

案件が多く投資額が伸び悩んだこと等を踏まえ、出資拡大等による収益改善に向けて、直接出資をは

じめとする案件拡大に取り組むとともに、農業競争力強化支援法の施行（平成 29 年 8 月）により農

業生産関連事業の事業再編等に対する支援が可能となったことを受けて、平成 30 年 4 月に 1 件目の

支援決定を行った。また、(株)産業革新機構では、ポートフォリオバランスを踏まえつつ、より投資

規模が大きく黒字化に時間がかかるため民間だけでは投資が難しい一方で高い収益性等が見込まれ

る第四次産業革命や宇宙等の新規分野に対して十分なＤＤ（Due Diligence）を実施した上で支援決

定を行った取組があった。 

コスト面では、投資に必要な体制を維持したうえで、事務所移転による賃料削減や、経理・財務管

理等における外部業者への委託等、出張頻度の抑制、ペーパーレス化の推進等の取組が行われていた。

また、地域低炭素投資促進ファンド事業においては、事務費軽減と支出滞留改善のため、サブファン

ド方式の新規出資を取り止めている。  

 各官民ファンドにおいては、引き続き積極的な案件組成に取り組みつつ、収益面・コスト面の改善

を図るべきである。その際、今後の取組にあたっては、第 9回幹事会において、有識者から、いくつ

かの官民ファンドにおいて収支見通しが楽観的であるため、より保守的な見通しにすべきとの指摘が

あったことも踏まえ、財務諸表に表れない含み損益も含めた投資収益を時点を区切って定期的に評価

し、最終的にファンドの運営経費を含めて支出額を回収し、収益を確保できるようにすべきである。

また、過大な資金が生じた場合には、余剰資金の返納等の処理を適切に進め、事業規模の適正化を図

るべきである。 

監督官庁においては、引き続き、各官民ファンドの将来の投資収益や運営経費の見通し等を責任を

もって精査するとともに、幹事会においても収益・運営経費の両面について、今後も検証を行う。 

（注）「官民ファンドの業務運営の状況について（平成 30 年 4 月 13 日会計検査院随時報告）」では、

６官民ファンドにおいて、平成 28 年度末時点の回収額及び保有有価証券評価額等の合計が支援

に伴う支出額を下回っていること（表３参照）、多額の未利用の出資金を抱えるファンドがあるこ

と等が報告されている。 

○表３ 官民ファンドの業務開始から平成28年度までの支援案件の損益（会計検査院随時報告より） 

（単位：百万円） 

機関名 
支出額

（a） 
回収額（b） 

平成 28 年度末保有 

有価証券評価額等(ｃ) 

回収額等

(b+c)=（d） 

回収額等と支出

額の差額（d）-(a) 

(株)産業革新機構 815,973 284,447 1,779,827 2,064,274 1,248,300 

(独)中小企業基盤整備機構 253,442 122,598 125,303 247,902 △ 5,540 

(株)地域経済活性化支援機構 505,682 833,587 15,416 849,004 343,322 

(株)農林漁業成長産業化支援機構 6,552 76 5,404 5,480 △ 1,072 

(株)民間資金等活用事業推進機構 29,929 3,025 27,909 30,935 1,005 

官民ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

（国立大学法人東北大学） 
2,478 - 2,134 2,134 △ 343 

官民ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

（国立大学法人東京大学） 
894 - 688 688 △ 206 

官民ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

（国立大学法人京都大学） 
2,499 - 2,123 2,123 △ 375 

官民ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

（国立大学法人大阪大学） 
3,003 - 2,608 2,608 △ 394 

(株)海外需要開拓支援機構 31,031 669 25,902 26,572 △ 4,459 
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耐震・環境不動産形成促進事業 7,086 1,036 6,407 7,443 356 

(株)日本政策投資銀行 

(競争力強化ﾌｧﾝﾄﾞ) 
127,897 93,101 49,406 142,508 14,611 

(株)日本政策投資銀行 

(特定投資業務) 
145,278 1,692 144,791 146,484 1,205 

(株)海外交通・都市開発事業支援機構 10,859 - 9,018 9,018 △ 1,841 

(国研)科学技術振興機構 904 - 619 619 △285 

(株)海外通信・放送・郵便事業支援機構      

地域低炭素投資促進ファンド事業 3,855 439 3,446 3,886 30 

（注１） 支出額には実支援額のほか、支払手数料等を含み、回収額には有価証券売却額、債券回収額のほか、受取配当金、   

受取利息等を含む。 

（注２） 平成 28 年度末保有有価証券評価額等は、出資に伴い取得した有価証券については、時価があるものは時価、時 

価がないものは出資先の 28 年度末純資産持分相当額による（優先株式や出資額での買取保証がある等の場合は、 

当該条件を考慮した額）。また、株式以外の資産については、貸借対照表計上額（個別引当金控除後）を評価額と

している。 

（注３） (株)海外通信・放送・郵便事業支援機構は直接支援を行っている対象事業者が１件のみであり、記載することに 

より特定の対象事業者の財務状況等が明らかになるため斜線を引いている。 

Ⅳ 人材育成・地域活性化 

 ガイドラインを踏まえ、これまで、官民ファンドにおける人材育成・地方への供給をはじめとする

取組について、検証を行ってきた。また、第 9 回幹事会において、有識者から、地方にファンドの運

用者がいないことや人材の定着が進んでいないことが問題であるとの指摘がなされた。 

以上を踏まえ、今回の検証においては、官民ファンドにおける地方支援の状況に加え、官民ファン

ド出資者（経験者）の地域への貢献状況について別紙のとおり検証した。検証の結果、官民ファンド

の元職員が地方発ベンチャーに参画した事例（(株)産業革新機構）や地域金融機関からの出向者受入

れにより事業性評価のノウハウを移転した事例（(株)地域経済活性化支援機構）等の取組があった。 

Ⅴ 組織構成及びキーパーソンの異動 

平成 29 年度下期における各官民ファンドの①国及び民間人材の活用状況、②投資決定組織等の人

材構成について、別紙のとおり整理した。 

なお、平成 29 年度下期においては、以下のとおり官民ファンドのキーパーソンに異動があった。 

○表４ キーパーソンの異動 

名称 役職 異動年月日等 

(国研)科学技術振興機構 総括担当理事 平成 29 年 10 月 1 日就退任 

 

Ⅵ 官民ファンド相互間の連携 

 第 9 回幹事会の検証報告を踏まえ、「シーズ・ベンチャー支援」、「地域活性化支援」の 2 つの政策

課題ごとに設けた「官民ファンド連携チーム会合」においては、連携の具体化、民間との協同等につ

いて資料２のとおり検証を行った。 

 検証の結果、①連携の具体化については５件の新規連携事例の報告があった。②民間との協同につ

いては、地域金融機関から出された官民ファンドへの意見・要望に対し、案件組成の取組に関しては、

制度の見直しや定期的な意見交換会等による積極的な情報連携、地域金融機関の出向者の受入れによ

る人材育成支援等の取組を行っていた。また、ノウハウ共有の取組に関しては、地方での業務説明会・

研修会・講演等の対応を行っていることが確認された。また、③情報の開示・共有については、産業
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調査の概要や官民ファンドが作成したレポートの共有、また、新しい支援手法として、日本初の総合

型インフラファンドに対する出資支援の決定（(株)民間資金等活用事業推進機構）や地域の主力産業

全体の発展を目指すファンドの設立（(株)地域経済活性化支援機構）等の取組について報告があった。 

 今後も官民ファンド相互間の連携の具体化、他の関係機関や民間との協同等に取り組むこととする。  

Ⅸ KPI の進捗・達成状況 

各官民ファンドにおいて設定された KPI の進捗・達成状況については、以下のとおり区分して評価

を行った。各官民ファンドにおける KPI の進捗・達成状況は別添２のとおりである。また、個別案件

の KPI についても総括的状況の検証を行った。その詳細は別紙のとおりである。 

進捗・達成状況 評価区分 

①一定期間内に目標を達成すると定めている KPI：KPI の進捗率が、目標達成までの期間に対

して経過期間が占める比率以上 

②毎期一定水準以上の目標を達成すると定めている KPI：今期の実績が目標水準以上  

A 

①：KPI の進捗率が、目標達成までの期間に対して経過期間が占める比率未満 

②：今期の実績が目標水準未満 
B 

現時点では、データが入手できない等により評価困難 N 

上記区分に従い、平成 29 年度末時点における各官民ファンドの KPI の進捗・達成状況の評価を行

ったところ、全官民ファンド総計 94 項目のうち進捗状況が A 評価とされた項目が 79 個、B 評価とさ

れた項目が 10 個、N 評価とされた項目が 5 個であった。特に、N 評価とされた項目については前回か

ら 5個減少した。さらに、EXIT 案件がない又は少ないことを理由としてファンド全体の収益性に係る

KPI が依然として N 評価となっているファンドにおいても、第 9 回幹事会の議論を踏まえ、(株)海外

交通・都市開発事業支援機構等において、資本金等に対する純資産の割合等を参考指標として公表し

ており、収益性に係る情報開示について改善がみられる。 

各官民ファンドにおいては、今回 A 評価となった KPI について、引き続き目標を達成すべく着実に

取り組むとともに、B 評価、N 評価となった項目については、今回の検証から改善策が提出されてお

り、これらに従って平成 30 年度における目標達成に向けて強力に取り組むこととしている。これら

の KPI の進捗・達成状況については、引き続き、次回検証報告において検証を行う。 

なお、KPI については、事業の進展等に伴い当初設定した KPI と実情に乖離が生じてきた場合等に

は、必要に応じて見直しや新たな KPI の設定を行うことが重要であり、こうした観点から各ファンド

自らが検証を行い、合計 20 個の KPI について見直しを行ったところである。特に、第 9 回幹事会の

検証報告を踏まえた見直しにより、運営費交付金で運営経費を賄うこととされている 3 官民ファンド

を除く全ての官民ファンドにおいて収益性に係るKPIが運営経費の回収を考慮したものとなっている

ことが確認された。また、政策目的の KPI について、前出の会計検査院の随時報告において、達成済

の成果目標をそのまま継続して用いていたことが報告された(株)地域経済活性化支援機構や、解散時

点まで評価を行わないとしていたことが報告された(株)海外通信・放送・郵便事業支援機構等におけ

る見直しも行われた。 

今後、KPI の見直しについては、政策目的に係る KPI のうち、複数の項目の平均値で評価しており

項目別の評価が分からないものや、収益性に係る KPI が N 評価のみとなっているファンドを含め、各

官民ファンドにおいて、引き続き、比較可能な KPI を設定する等、適切に取り組んでいく。 
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○表５ KPI を見直した官民ファンド 

機関名 KPI の区分 KPI 見直し/新設 

(独)中小企業基盤整備

機構 

 

 

事業全体の KPI 

会計検査院の報告を踏まえ、既に目標を達成した KPI

の見直し 

・組成ファンド数 

・地域密着ファンドの組成数 

・新規のファンド運営者への出資ファンド数 

見直し（3 個） 

会計検査院の報告を踏まえ、削除 

・投資事業有限法に基づく決算監査において、「投資事

業有限責任組合における会計処理及び監査上の取扱

い」を適用して時価評価及び公認会計士監査を行う出

資先ファンド数の割合 

見直し（廃止） 

（1 個） 

会計検査院の報告を踏まえ、算出方法の見直し 

・収益性に係る KPI 

見直し 

（1 個） 

(株)地域経済活性化支

援機構 
事業全体の KPI 

会計検査院の報告を踏まえ、既に目標を達成した KPI
の見直し 
・各都道府県での支援実績の積上げ 

見直し 

（1 個） 

(株)農林漁業成長産業

化支援機構 
事業全体の KPI 

既に目標を達成した KPI の見直し 

・地域における人材育成に係る KPI 

見直し 

（2 個） 

(株)民間資金等活用事

業推進機構 
事業全体の KPI 

会計検査院の報告を踏まえ、見直し 

・収益性に係る KPI 

見直し 

（1 個） 

官民イノベーションプロ

グラム 
事業全体の KPI 

会計検査院の報告を踏まえ、見直し 

・プログラム全体の KPI 

見直し 

（1 個） 

(株)海外交通・都市開

発事業支援機構 
事業全体の KPI 

ファンドの取組状況等を踏まえ、算出方法の見直し 

・支援案件に参加する日本企業数 

・海外発進出・新規国・分野進出企業数 

見直し 

（2 個） 

(国研)科学技術振興機

構 
事業全体の KPI 

ファンドの取組状況等を踏まえ、目標期間等の見直し 

・出資業務等従事者の他事業・他社への転出数及び出

資先企業の経営責任者の数 

見直し 

（1 個） 

(株)海外通信・放送・郵

便事業支援機構 

事業全体の KPI 

ファンドの取組状況等を踏まえ、算出方法の見直し  

・長期収益性に係る KPI 

・民間資金の海外プロジェクトへの誘導効果 

・我が国への波及効果に係る KPI 

・人材育成に係る KPI 

見直し 

（4 個） 

個別案件の KPI 

ファンドの取組状況等を踏まえ、算出方法の見直し 

・長期収益性に係る KPI 

・民間資金の海外プロジェクトへの誘導効果 

・我が国への波及効果・政策的意義に係る KPI 

見直し 

（3 個） 

 

 

 



政府 民間

経済産業省 平成21年7月17日
平成37年3月31日

（15年）
125名

（うち役員12名）
10名

（うち役員2名）
財投出資：2,860億円 140億円 18,000億円 129件 10,493億円 8,929億円 6,215億円

経済産業省 平成16年7月1日
中期計画※1により

5年毎に見直し
（次回平成 31年度）

735名
（うち役員13名）

30名
（うち役員4名）

一般会計出資：157億円                                －                         － 266件 3,833億円 2,928億円 7,186億円

内閣府
金融庁
総務省
財務省
経済産業省

平成25年3月18日
平成35年3月31日

（10年）
305名

（うち役員14名）
18名

（うち役員2名）

160億円
財投出資：130億円

一般会計出資：30億円
101億円 10,000億円 193件 999億円 361億円 1,098億円

農林水産省 平成25年1月23日
平成45年3月31日

（20年）
47名

（うち役員11名）
9名

（うち役員1名）
財投出資：300億円 19億円                         － 54件 382億円 98億円  383億円

内閣府 平成25年10月7日
平成40年3月31日

（15年）
25名

（うち役員7名）
5名

（うち役員0名）
財投出資：100億円 100億円 630億円 27件 454億円 310億円 2,867億円

文部科学省

 （VC設立日）
東北大：平成27年2月23日

東大：平成28年1月21日
京大：平成26年12月22日
阪大：平成26年12月22日

（１号投資事業有限責任組合）
東北大：平成37年12月31日

（10年。最長15年）
東大：平成43年12月15日

（15年。最長20年）
京大：平成42年12月31日

（15年。最長20年）
阪大：平成37年7月30日

（10年。最長15年）

 東北大： 15名
（うち役員6名）

東大： 9名
（うち役員5名）

京大：18名
（うち役員8名）

阪大：19名
（うち役員8名）

 東北大：0名
東大：0名
京大：0名
阪大：0名

一般会計出資：1,000億円
（東北大125億円、

東大417億円、
京大292億円、
阪大166億円）

                               －                         －

4件
（東北大：1件、

東大：1件、
京大：1件、
阪大：1件）

550億円
（東北大：70億円、

東大：230億円、
京大：150億円、
阪大：100億円）

177億円
（東北大：39億円、

東大：30億円、
京大：48億円、
阪大：60億円）

81億円
（東北大：26億円、

東大：20億円、
京大：10億円、
阪大：25億円）

経済産業省 平成25年11月8日
平成46年3月31日

（20年）
68名

（うち役員9名）
8名

（うち役員0名）
財投出資：586億円 107億円 350億円 28件 568億円 399億円 1,480億円

国土交通省
環境省

（基金設置日）
平成25年3月29日

10年を目途に廃止を
含め見直し

18名
（うち役員12名）

4名
（うち役員1名）

一般会計補助：300億円                                －                         － 12件 139億円 135億円 817億円

財務省
（事業開始日）

平成25年3月12日
事業開始日から

10年程度
                           －                            － 財投貸付：790億円

500億円
（（株）日本政策投資銀行

の自己資金）
                        － 12件 1,290億円 1,279億円 5,612億円

財務省
（事業開始日）

平成27年6月29日
平成38年3月31日

（10年9ヶ月）
                           －                            －  財投出資：1,650億円

1,650億円
（（株）日本政策投資銀行

の自己資金）
                        － 62件 2,591億円 1,989億円 9,220億円

国土交通省 平成26年10月20日
なし

（5年ごとに根拠法の施行状況につい
て検討）

55名
（うち役員8名）

9名
（うち役員0名）

財投出資：405億円 59億円 488億円 11件 502億円 252億円 841億円

文部科学省
（事業開始日）

平成26年4月1日

中長期計画※1により
5年毎に見直し

（次回平成34年度）

1,415名
(うち役員7名）

17名
（うち役員1名）

一般会計出資：25億円                                －                         － 20件 16億円 16億円 125億円

総務省 平成27年11月25日
平成48年3月31日

（20年）
27名

（うち役員7名）
3名

（うち役員0名）
財投出資：66億円

24億円
(うち3億円は議決権制限

種類株式)
226億円 4件 138億円 48億円 317億円

環境省
（事業開始日）

平成25年6月20日
各基金設置後10年を目途に廃止

を含め見直し
　28名

（うち役員9名）
                           －

エネルギー対策特別会計
補助：168億円

                               － ― 33件 123億円 45億円 1,350億円

2,909名
（うち役員136名）

113名
（うち役員11名）

財投出資：6,097億円
一般会計出資：1,212億円

一般会計補助：300億円
エネルギー対策特別会計

補助：168億円
財投貸付：790億円

計8,567億円

550億円
その他2,150億円

（自己資金）
計2,700億円

29,694億円 855件 22,078億円 16,966億円 37,592億円

※2　競争力強化ファンド及び特定投資業務は、新たに組織を設立したものではなく、リスクマネー供給のための資金枠であり、専任で業務を行っている者はいない。
※3　各大学より出資された投資事業有限責任組合からの平成30年3月末までの（支援決定件数/支援決定金額/実投資額）の累計についてはそれぞれ次の通り。東北大（10 件/26.2億円/支援決定金額と同額）、東京大（9件/55.6億円/21.4億円）〔9件中直接投資3件、間接投資6件〕、京大（17件/24.0億円/支援決定金額と同額）、阪大（14件/19.1億円/支援
決定金額と同額）

（注）単位未満は四捨五入、上記合計欄は、各官民ファンドにおいて算定した計数を集計したものである。

※1　中期計画及び中長期計画については、独立行政法人通則法第30条及び第35条の5の規定により作成しているもの。

（株）産業革新機構

特定投資業務
（（株）日本政策投資銀行）

（株）農林漁業成長産業化支援機構

（独）中小企業基盤整備機構

計

耐震・環境不動産形成促進事業
（（一社）環境不動産普及促進機構）

競争力強化ファンド
（（株）日本政策投資銀行）

（株）海外交通・都市開発事業支援機構

国立研究開発法人科学技術振興機構

（株）地域経済活性化支援機構

地域低炭素投資促進ファンド事業
（（一社）グリーンファイナンス推進機構）

（株）海外通信・放送・郵便事業支援機構

（株）民間資金等活用事業推進機構

（株）海外需要開拓支援機構

官民イノベーションプログラム
（東北大学、東京大学、京都大学及び大阪大学）

（別添1）官民ファンドの概要（一覧表）　平成29年度末現在

名称 監督官庁 設置日 設置期限（期間） 役職員数 現役出向者数 支援決定件数
支援決定

金額
実投融資額

誘発された
民間投融資額
（呼び水効果）

出融資額 資金調達する際の
政府保証

(平成29年度予算）

※2

※2

※2

※2

※3

※3

※3 ※3

※3

※2

※2

※2

※2

※2

※2

※2

※2

※3※3※3※3

※3

※3

※3

※3※3※3※3※3
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○株式会社産業革新機構（ＫＰＩ：5個）

今回 前回

- 収益性
機構全体の長期収益性
(回収額÷（売上原価＋間接経費）)

1.0倍超 2.2倍 A A

自らの経営資源以外の経営資源の有効な活用を通じた産業活動の革新の推
進

インパクト
総案件数に占める客観化された投資インパクト(グローバルリーダー企業
創出、ゲームルールの変革等)が達成されている件数の比率

66％以上 90% A A

自らの経営資源以外の経営資源の有効な活用を通じた産業活動の革新の推
進

エコシステム 他の公的研究機関やベンチャー支援団体等との連携数

機構全体：平成30年度末までに11件以上
（平成29年3月末時点で11件以上）

健康医療分野：平成30年度末までに5件以上
（平成29年3月末時点で5件以上）

10件
健康医療分野：5件

B B

自らの経営資源以外の経営資源の有効な活用を通じた産業活動の革新の推
進

ベンチャー支援 機構全体に占めるベンチャー等投資比率 66％以上 79％ A A

機構による支援と協調して、民間事業者等からの資金の供給が行われること 民業補完 民間からの協調出資がなされた件数の比率
機構全体：95％以上

（健康医療分野：100％）
99％ A A

○独立行政法人中小企業基盤整備機構（ＫＰＩ：9個）

今回 前回

ファンド組成数 第3期中期計画期間（平成26年度～30年度）における組成ファンド数
50ファンド（年平均10ファンド）以上
（平成30年3月末時点で40ファンド）

53ファンド A A

第3期中期計画期間における地域密着ファンドの組成数
6ファンド（年平均1.2ファンド）以上

（平成30年3月末時点で4.8ファンド）
8ファンド A A

第3期中期計画期間における新規のファンド運営者への出資ファンド数
25ファンド（年平均5ファンド）以上

（平成30年3月末時点で20ファンド）
33ファンド A A

国内新興市場IPO数に占める中小機構出資ファンド投資先の割合 15％以上 16％ A A

出資2年経過後の出資先中小企業の売上成長率 中小企業実態基本調査の売上伸び率以上 平成26年度の出資先売上平均伸び率71．2％ A N

出資2年経過後の出資先中小企業の雇用成長率 中小企業実態基本調査の従業員伸び率以上
平成26年度の出資先従業員数平均伸び率22．3

％
A N

投資事業有責法に基づく決算監査において、「投資事業有限責任組合に
おける会計処理及び監査上の取扱い」を適用して時価評価及び公認会計
士監査を行う出資先ファンド数の割合

100％ 100％ A A

出資先ファンドの投資委員会へのオブザーバ出席又はその内容の報告受
領の割合

100％ 100％ A A

ファンド事業全体での収益性 1.0倍超
1.03倍

（平成28年度実績）
A A

○株式会社地域経済活性化支援機構（ＫＰＩ：13個）

今回 前回

具体的な検討を行った案件に対する関与度合い 50％以上 71％ A A

先導的な事業再生・地域活性化モデルの創造等 75％以上 81％ A A

ハンズオン支援等による収益改善 90％以上 97％ A A

地域経済への貢献 90％以上 98％ A A

金融機関等との連携 90％以上 94％ A A

地域経済活性化支援機構の経営者保証付債権等の買取り・整理業務の活用
促進

特定支援業務（個人保証付債権等の買取）を通じた地域経済活性化への
貢献

90％以上 92％ A B

各都道府県での支援実績の積上げ
平成34年度末までに75％以上

（測定時点目標：45％以上）
73％ A A

地域への知見・ノウハウの移転
平成34年度末までに100％（累計250件）

（測定時点目標：50％以上）
100％ A A

地域経済への貢献 75％以上 92％ A A

金融機関等との連携 90％以上 99％ A A

リスク性資金の充実を図るため、地域金融機関や地域経済活性化支援機構
等が連携した地域活性化ファンドが地域企業に資本性資金を供給する取組を
促す

ファンドを通じた地域への資金供給　（呼び水
効果、民業補完の確保）

LP出資に係る呼び水効果（民業補完の確保）として、ファンド出資額に占
める民間からの出資額の割合

60％以上 64％ A A

- 中小企業等への重点支援の明確化 中小規模の事業者の割合 90％以上 89％ B B

- 機構全体の収益性確保 出資金を全額回収できる収益を確保 1.0倍超 0.85倍 B A

評価項目

地域への貢献及びファンドマネージャ
ー育成

事業実施効果としてのアウトプット指標

事業の適正性、透明性及び効率性確保のため
の機構の内部規定

評価項目

地域金融機関と地域経済活性化支援機構の共同運営ファンドからのエクイ
ティ資金の供給やハンズオン支援、地域経済活性化支援機構から地域金融
機関への専門家派遣を通じたノウハウの移転・浸透等の取組を強化

（別添２）官民ファンドのKPI一覧表　平成29年度末時点

直接の再生支援等を通じた地域への貢献

地域への知見・ノウハウの移転等を通じた事業
再生・地域活性化支援

政策目的 評価項目 KPI 成果目標 実績（29年度下期）

KPI 成果目標 実績（29年度下期）

・「ベンチャー・チャレンジ2020」への貢献（官民ファンドのＬＰ出資によるリスク
マネー供給促進）
・地方創生の新たな展開
・中堅・中小企業・小規模事業者への経営支援を強化

-

評価

KPI 成果目標 実績（29年度下期）
評価

政策目的

政策目的

評価

-

・「ベンチャー・チャレンジ2020」への貢献（官民ファンドのＬＰ出資によるリスク
マネー供給促進）
・地方創生の新たな展開
・中堅・中小企業・小規模事業者への経営支援を強化
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（別添２）官民ファンドのKPI一覧表　平成29年度末時点

○株式会社農林漁業成長産業化支援機構（ＫＰＩ：8個）

今回 前回

- 収益性 機構の株主に対する投資倍率 1.0倍超 - N N

農林漁業の経営の安定化を図るため、我が国農林漁業が農林漁業者の所得
を確保する

投資先6次産業化事業体等の成果
事業計画どおりに売上高が進捗している投資先6次産業化事業体等の割
合

7割以上 52% B B

投資先6次産業化事業体等において、新規の事業体の割合 7割以上 88% A A

各年度における本ファンド出資額について、1億円以上の大型案件の出資
規模の割合

全体の25％ 23% B B

地方創生のための雇用創出
事業計画どおり又はこれを超える人数の雇用を行っている投資先6次産業
化事業体等の割合

7割以上 61% B B

各年度でサブファンドを通じた間接出資の組成件数 20件以上 18件 B －

各年度で機構による直接出資（東京都以外）の組成件数 2件以上 2件 A －

- 出資実行による投資誘発効果（民業補完）
サブファンドからの出資額の2倍を上回る事業投資が行われている投資先
6次産業化事業体等の割合

7割以上 95% A A

○株式会社民間資金等活用事業推進機構（ＫＰＩ：7個）

今回 前回

- 機構の収益率 1.0倍超 0.95倍 B A

支援案件の事業規模
（民間事業者の総収入）

平成34年度末までに7兆円
（平均3兆3,157億円/4.5年）

5兆8,591億円 A A

インフラ投資市場の育成 呼び水効果：民業補完 3.0倍以上 16.8倍 A A

利用料金収入で資金回収を行うPFI事業の件数
機構の事業期間(14.5年)に100件

（平均31件/4.5年）
78件 A A

市場関係者へのアドバイス件数
平成34年度末までに延べ1200件

（平均568件/4.5年）
807件 A A

地域人材の育成・ノウハウ提供
平成34年度末までに延べ500名

（平均236名/4.5年）
283名 A A

コンセッション事業を推進する地域金融機関等との協議や案件形成支援・資
金供給を通じ、全国の収益型事業に対して安定的に民間資金が供給される
環境整備に寄与し、民間インフラファンドの組成を推進

インフラ投資市場の育成 民間インフラファンド組成に向けた取組
平成34年度末までに20社

（平均9.4社/4.5年）
12社 A A

○官民イノベーションプログラム（ＫＰＩ：9個）

今回 前回

事業計画が適切に進捗しているか プログラム全体の累積利益全体で1.0倍超 － N N

民間のリスクマネーの投入に関し、各案件のフェーズに応じて適切な民間
資金が投入されているか

各大学（3点満点）の
出資額割合に応じた総合点が2点以上

2.9点 A A

各案件の投資決定に際し、官民ファンドとして積極的にリードをとっている
か

各大学（3点満点）の
出資額割合に応じた総合点が2点以上

3.0点 A A

大学において研究成果の事業化に向けた取組（プレ・インキュベーション）
の支援を実施しているか

各大学（3点満点）の
出資額割合に応じた総合点が2点以上

3.0点 A A

大学発ベンチャーの活動を促進するために、適切なハンズオン支援がなさ
れているか

各大学（3点満点）の
出資額割合に応じた総合点が2点以上

2.6点 A A

大学における技術に関する研究成果が事業化に結び付き、社会に対して
新たな付加価値が創出されているか

各大学（3点満点）の
出資額割合に応じた総合点が2点以上

2.0点 A B

国立大学法人等における教育研究活動の活性化 国立大学における教育研究活動の活性化 事業の実施により、大学の教育研究活動が活性化しているか
各大学（3点満点）の

出資額割合に応じた総合点が2点以上
2.7点 A A

地域との連携・協働による経済活性化への貢献が図られているか
各大学（3点満点）の

出資額割合に応じた総合点が2点以上
3.0点 A A

大学発ベンチャーの海外展開を展望したサポート体制が構築されている
か

各大学（3点満点）の
出資額割合に応じた総合点が2点以上

3.0点 A A

地域との調和に配慮しつつ、我が国農林漁業が農林漁業者の所得を確保し、
及び農山漁村において雇用機会を創出することができる成長産業となるよう
にする

ＰＦＩに係る知識や具体的案件への取組方法等の情報提供とともに地域金融
機関等に対しリスク分析手法や契約実務等に係るプロジェクトファイナンスの
ノウハウの移転を進め、地域人材の育成を図る

リスクマネーの「呼び水」としての機構の出融資を最大限活用し、コンセッショ
ン事業の着実な実現を図るとともに、PPP/PFI手法導入優先的検討規程等の
本格運用を開始する地方公共団体等の収益型事業を推進

地域における人材育成

政策目的 評価項目

政策目的

-

国立大学法人等における技術に関する研究成果の事業化の促進

評価項目

政策目的

新商品の開発、生産若しくは需要の開拓、新たな販売の方式の導入若しくは
販売の方法の改善又は新役務の開発、提供若しくは需要の開拓を行うことに
より、国内外における新たな事業分野を開拓する

新事業の創出

評価

評価

評価

評価項目 KPI 成果目標 実績（29年度下期）

KPI 成果目標

KPI 成果目標 実績（29年度下期）

機構の資金供給

利用料金収入で資金回収を行うPFI事業の普
及

プログラムのパフォーマンス

国立大学における技術に関する研究成果の事
業化

地域における経済活性化への貢献、大学発ベ
ンチャーの海外展開への貢献

実績（29年度下期）

-
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（別添２）官民ファンドのKPI一覧表　平成29年度末時点
○株式会社海外需要開拓支援機構（ＫＰＩ：3個）

今回 前回

我が国経済の持続的な成長に資すること 収益性 機構全体の長期収益性 1.0倍超 0.93 B B

国内産業に裨益し、我が国経済に対して新たな付加価値をもたらすこと 波及効果 個別投資案件（EXIT時）の評価合算値
達成指数の合計値

70％以上
104% A A

機構と協調して、民間事業者等から出資等の資金供給が行われること 民業補完 民間企業からの協調出資等の事業総額に対する割合 10年後目処に50％超 72% A A

○耐震・環境不動産形成促進事業（ＫＰＩ：10個）

今回 前回

収益性 投入した国費に対する回収額の比 1.0倍超

個別事業の回収額が特定しないよう配慮して、複
数の事業が終了した時点で開示することを考えて
いるが、平成30年3月末時点では1件のＬＰＳのＥ
ＸＩＴ実績があり、目標を達成している。

A A

喚起された民間投資額
平成34年度3月末時点で1,000億円

（平成30年3月末時点で600億円以上）
817億円 A A

国費に対する民間投資の割合
平成34年度3月末時点で
国費対民間投資＝1：3.0

1：5.9 A A

事業全体における地方物件の割合
平成34年度3月末時点で

2割以上
26.3% A A

パートナー協定締結金融機関等への情報提供等の実施
15件以上実施

（半期）
21件 A A

地域相談窓口を活かした情報提供等の実施
10ブロックで各3件以上実施

（半期）
10ブロックで各3件以上 A A

本事業の普及活動、事例紹介等を行うセミナー等の実施
10か所以上で実施

（半期）
10か所 A A

本事業の普及活動、事例紹介等を行うセミナー等を三大都市圏以外で実
施

5か所以上で実施
（半期）

6か所 A A

三大都市圏以外の地域からの問い合わせへの対応及び情報提供を実施
50件以上実施

（半期）
62件 A A

選定したファンドマネージャーを三大都市圏以外の地域の事業者やパート
ナー協定締結金融機関等へ紹介

2件以上実施
（半期）

2件 A A

○競争力強化ファンド（ＫＰＩ：5個）

今回 前回

技術等有効活用の促進
企業内やバリューチェーン内に埋もれている技術や事業が、新たな事業展
開に向けて有効活用されている案件等の割合

企業間連携の促進
バリューチェーンの川上･川下企業や異業種企業における企業間連携が
なされている案件等の割合

戦略的取組の促進
企業の成長戦略に位置付けられた戦略的取組として適切に進捗している
もの等の割合

100％ 100％ A A

呼び水効果
「競争力強化ファンド」のリスクマネー供給と合わせ、民間金融機関、民間
事業会社等の資金が、当初予定通り投入された案件等の割合

100％ 100％ A A

収益性 ファンド全体の累積利益 プラス（positive IRRの確保） プラス A A

地域への貢献

①地域発の案件か、②地域金融機関との連携が見込まれる又はなされて
いるか、③事業効果の地域還元（新規立地、雇用維持、利便性の向上等）
が見込まれる又はなされているか、の要件のうち、１つ以上を充足している
案件の割合

50％以上 66.7% A A

○特定投資業務（ＫＰＩ：4個）

今回 前回

我が国の企業が本来有している潜在力の有効活用及び企業間の連携等によ
るオープン・イノベーションの適切な組み合わせにより我が国の企業の競争力
の強化を推進し、我が国の経済全体の生産性を向上させ、経済社会の活力
の向上及び持続的発展に資する

競争力強化
十分に活用されていない経営資源（技術、ノウハウ、設備等）の有効活用
による新事業開拓や異分野連携等の経営の革新を支援し、企業の生産
性・収益性の向上への貢献が見込まれる案件等の割合

50％以上 77.2% A A

地域の特性を生かした事業活動を推進し、まち・ひと・しごと創生に寄与し、地
域経済の自立的発展に資する

地域への貢献

地域経済の自立的発展に資するよう、①地域の主体的な取組（地域の事
業者や地域金融機関が関与する取組等）、又は②地域経済へ事業効果が
波及する取組（新規立地、設備投資、雇用拡大・維持、利便性向上等）に
寄与しているか、の要件のうち、 1つ以上を充足している案件等の割合

50%以上 61.4% A A

民間金融機関等との協働による資金供給の取組を通じて、成長資金に係る
民間の供給主体の着実な増加及びメザニン・ファイナンスやエクイティ等の成
長資金に係る市場の発展に資する

呼び水効果等
メザニン・ファイナンスやエクイティ等の成長資金に係る市場の創造に資す
るよう、民間金融機関・事業者・投資家等と協働した成長資金供給を行っ
ている案件等の割合

75%以上 81.6% A A

有価証券等の処分を行うことによって得られる総収入額が、少なくとも、業務
実施のために生じる費用を含めて必要となる総支出額を上回るよう、各事業
年度において進捗状況を評価しつつ、長期収益性を確保

収益性 ファンド全体の累積利益 プラス（positive IRRの確保） プラス A A

民業補完

政策目的

老朽・低未利用不動産の改修、建替え又は開発を行い、耐震・環境性能を有
する良質な不動産の形成を促進するための基金を造成することにより、地域
再生・活性化に資するまちづくり及び地域温暖化対策を推進

評価

評価

評価

評価

実績（29年度下期）

実績（29年度下期）

評価項目 KPI 成果目標

評価項目 KPI 成果目標

　　平均75％以上

地方への貢献及び人材育成

政策目的

　　平均87.5％ A

政策目的 評価項目 KPI 成果目標 実績（29年度下期）

下記の例に代表される、新たな価値の創造や企業価値向上に向けた取組に
対するリスクマネーの供給
(1)各企業内やバリューチェーン内に埋もれている技術や事業を有効活用
(2)バリューチェーンの川上・川下企業や異業種間企業の連携等、企業間の戦
略的連携
(3)各種規制の緩和を通じて創造される新たな事業領域に取り組むもので、今
後の成長性が見込まれる事

A

政策目的 評価項目 KPI 成果目標 実績（29年度下期）

出資と融資を一体的に行う手法その他高度な金融上の手法を用いた業務を
営むことにより日本政策投資銀行の長期の事業資金に係る投融資機能の根
幹を維持し、もって長期の事業資金を必要とする者に対する資金供給の円滑
化及び金融機能の高度化に寄与
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（別添２）官民ファンドのKPI一覧表　平成29年度末時点
○株式会社海外交通・都市開発事業支援機構（ＫＰＩ：5個）

今回 前回

収益性
機構全体の長期収益性
（総支出に対する総収入の比率）

1.0倍超 - N N

民間資金の海外プロジェクトへの誘導効果 機構からの出資額に対する機構及び日本企業からの総出資額の比率 2.0倍超 4.3倍 A A

支援案件に参加する日本企業数 10社/年以上 8社 B B

海外初進出・新規国・分野進出企業数 1社/年以上 1 社/年 A B

我が国に蓄積された知識、技術及び経験の海外市場での活用
我が国に蓄積された知識、技術及び経験の活用状況
（案件ごとに活用状況を1～3点の総合点数評価し、その平均値を用いる）

平均2.0点以上 2.8点 A A

○国立研究開発法人科学技術振興機構（ＫＰＩ：5個）

今回 前回

- 収益性
機構全体の長期収益性
（投資倍率の加重平均）

1.0倍超 - N N

民業補完
民間出融資に対する呼び水効果
（機構出資額＋機構出資以降の民間出融資額）／（機構出資額）

平均で2.0倍超 8.6倍 A A

出資先企業の成長支援

機構が出資先企業に対して行う人的・技術的支援を通じた当該企業及び
経営人材の成長性
出資先企業の事業拡大効果を、売上規模、従業員数、資本金規模の3つ
の指標について、毎年決算期と投資実行期とを比較、点数化（2点満点）

平均で1点以上 1点 A A

人材育成
出資業務等従事者の他事業・他社への転出数及び出資先企業の経営責
任者の数

出資事業開始後
9年間でのべ40名以上

（平成30年3月末で20名以上）
30名 A A

地方への貢献 地方での事業説明会の開催数 6回/年以上 10回/年 A A

○株式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構（ＫＰＩ：5個）

今回 前回

- 長期の投資収益率 機構全体の長期収益性（総投資額と経費の合計に対する総収入の比率） 1.0倍超 - N N

民間資金の海外プロジェクトへの誘導効果 機構からの投資額に対する機構及び日本企業からの総投資額の比率 2.0倍以上 2.4倍 A A

海外市場への参入促進 支援案件に参加する日本企業数（出資企業＋受注関連企業） 平均2社／件以上 平均2.25社 A A

波及効果 日本企業への波及効果が認められる支援案件の件数 1件／年以上 2件／年 A -

人材育成
機構からの派遣により投資先企業において経営等に従事する者や機構に
おいて投資業務等に携わり他事業者へ転出した者

2名／年以上 4名／年 A -

○地域低炭素投資促進ファンド事業（ＫＰＩ：6個）

今回 前回

- 収益性 機構全体の長期収益性 1.0倍超

個別事業の回収額が特定しないよう配慮して、複
数の事業が終了した時点で開示することを考えて
いるが、平成30年３月末時点では1件のEXIT実績
があり、目標を達成している。

A N

出資額1億円当たりの年間CO₂削減量 2,000t-CO₂/年/億円以上 5,746t-CO₂/年/億円 A A

出資案件の年間CO₂削減量（見込）に対する達成度
年間ＣＯ₂削減量（見込）の

80 ％以上
105.8% A A

地域貢献等効果（地域関係者の出融資、創出雇用者等を総合的に評価） 平均60点以上 68点 A A

出資案件の地域ブロックカバー 未出資地域ブロックの出資案件を年間1件以上 2件 A A

クリーン・経済的なエネルギー需給の実現に向けた主要施策として地域主導
の再生可能エネルギーの導入を、民間資金も呼び込みつつ促進

民間資金の呼び水効果 出資額に対する民間資金の比率 3.0倍以上 11.0倍 A A

・大学等による、研究開発成果の事業化への出資を可能とすることにより、イ
ノベーション基盤の強化を図る
・機構の研究開発の成果を事業活動において活用しようとする者に対し、出資
並びに人的及び技術的援助を行うことで、機構の研究開発の成果の実用化
及びこれによるイノベーションの創出を図る

評価

評価

評価

評価

成果目標 実績（29年度下期）政策目的

評価項目 KPI 成果目標 実績（29年度下期）

我が国経済の持続的な成長への寄与

我が国事業者の海外市場への参入の促進及び我が国に蓄積された知識、技
術及び経験の海外市場での活用

・資金の供給や専門家の派遣等の支援を行うことで、通信・放送・郵便インフ
ラとＩＣＴサービスや放送コンテンツとのパッケージ展開を促進
・質の高いインフラの整備等を通じて、我が国企業の進出拠点整備やサプラ
イチェーンの強化、関係国の経済・社会的な基盤強化や対象地域の安定と繁
栄の確保、我が国のソフトパワーの強化及び外交的地位の向上に貢献

我が国及び海外における通信・放送・郵便事業に共通する需要の拡大を通
じ、当該需要に応ずる我が国の事業者の収益性の向上等を図り、もって我が
国経済の持続的な成長に寄与

エネルギー・環境投資の拡大を図り、エネルギー制約を克服し、温室効果ガス
の国内での大幅削減を目指す

地方に投資を呼び込み、生産性が高く活力に溢れた産業を取り戻すには、収
益化まで息の長いプロジェクトに十分な資金供給が必要であり、リスク性資金
の充実を図るため、地域企業に資本性資金を供給する取組を促す

CO₂削減効果

地域活性化効果

政策目的

政策目的 評価項目 KPI 成果目標 実績（29年度下期）

評価項目 KPI 成果目標 実績（29年度下期）

海外市場への参入促進

政策目的

評価項目 KPI
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■平成29年度下期投資案件一覧

支援決定日 案件名
官民ファンド

からの支援
決定額

民間出資者名
及び民間出資額

事業概要
他の官民ファンド

投資案件
本ファンド民間出資

者の関係案件

1
平成29年
2月9日
（※）

大阪におけるクールジャ
パンコンテンツ発信拠点構
築事業

12億円

吉本興業（株）朝日
放送（株）等の在阪
放送局、（株）エイ
チ・アイ・エス等

（民間出資額は非
公表）

大阪城公園内に、日本のエンタテイ
ンメント発信拠点となる多目的劇場
施設を建築し運営管理を行う

－ ✔

2
平成29年
7月13日

（※）

ミャンマーにおける地上波
放送向けの日本コンテン
ツ発信事業

18億円

Shwe Than Lwin
Media Co.,Ltd
Myanmar Business 
Central
Corporation 
（株）日本国際放送
53億円

ミャンマーにおける地上波放送局を
通じて日本コンテンツを発信すると
ともに、放送設備を整備

✔ ―

3 平成29年
12月14日

ASEAN における中小外食
企業の出店支援事業

5億円
G-FACTORY(株)

（折半での段階出
資を想定）

中小外食企業のASEAN進出の負担

軽減のため、出店に必要なサービ
スを提供

― ―

4 平成30年
2月15日

ヘルスケア・先端テクノロ
ジー分野におけるベン
チャーファンドの創出・支
援

10億円

みやこキャピタル
（株）
日系金融機関
事業会社 等
48億円

海外展開を狙うヘルスケア・先端テ
クノロジー分野のベンチャー企業を
ハンズオン支援するファンドへのLP
出資

✔ ―

（株）海外需要開拓支援機構

（※）支援決定公表日が平成２９年度下期（１（平成３０年３月２３日）、２（平成３０年３月９日））であり、
前回までの資料作成時点では掲載がされていないため掲載
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人材の活用・育成、地域活性化（3/5）
＜官民ファンド出身者（経験者）の地域への貢献＞

○取組内容の概要

・当機構での業務経験を有する地域金融機関の職員
が、ファンド等を活用して地域活性化を推進する部署
の担当者となり、当機構のサブファンドを通じて、地域
の水産物を活用した６次産業化の案件組成に貢献。

＜取組事例＞

出資

投資

無限責任組合員(GP)

地域金融
機関

農林漁業成
長産業化支
援機構

有限責任組合員
(LP)

分配

運営
ハンズオン支援

（投資対象企業）
•地域の水産物を活用した
６次産業化に取り組む企
業

サブファンド

農林漁業成長産業化支援機構の業務経験者

＜（株）農林漁業成長産業化支援機構＞

＜（株）民間資金等活用事業推進機構＞

○取組内容の概要
・地域金融機関等からの出向者等の受入やファイナン
スノウハウの提供を行うとともに、連携・協働して、地
方公共団体や地元事業者等への案件形成支援を通
じたアドバイス･ノウハウ提供、セミナー開催や講演会
への講師派遣等を実施しており、ＰＦＩ事業やファイナ
ンス等に係る専門性を有する地域人材の育成によりＰ
ＦＩ事業を推進し、地方におけるビジネス機会の拡大や
財政負担の軽減による、地域の活性化や雇用機会の
創出に取り組んでいる。

連
携
・
協
働

地方公共団体ＰＦＩ推進機構

地域金融機
関等

地元事業者

出向者の
受入れ等

地域金融機関と連携・
協働して人材育成・地
方活性化に取組

財政負担の
軽減

地方におけ
るビジネス
機会の拡大

7
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